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「国家／市民社会」問題再設定のためのノート
ーK．クマーとC．ブライアントの論争を手がかりに一（2）
大畑　裕嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　要　　約
　東欧革命と軌を一にして形成された新しい型の市民社会論の理論的・実践的可能性が，
K．クマーとC．ブライアントのあいだの市民社会論争の批判的再検討によって明らかにさ
れる。クマーは，新しい型の市民社会論のいくつかの理論的・実践的失敗を指摘している。
ブライアントは，社会の自己組織と，国家からの市民社会の自律を主張する市民社会論の
重要性を擁護しようとしている。かれらはともに，ポーランドの独立自主管理労組「連帯」
を，現代市民社会論の典型的具現化とみなしている。実は，「連帯」の実践には，かれら
の論議を超えた，より深い含意があるのだが。ブライァントは，クマーが国家を市民社会
よりも優先していると苦言を呈している。しかし，この点に関するブライアントの言及は，
さほど生産的とは思えない。結局，われわれは，クマーとブライアントがともに保持して
いる，古典的な国家と市民社会の二分法を超えて進むべきなのである。
キーワード　国家，市民社会，「連帯」
1　はじめに
2　クマーとブライアントの論争をどう読むか
3　ロザンヴァロンの論議
4　ロザンヴァロンの論議に対するクマーのコメ
　ント
5　キーンの論議
6　キーンの論議に対するクマーのコメント
7　中間考察一ロザンヴァロン，キーンに対す
　るクマーのコメントの評価
（以上，前号（第6号））
8　市民社会論への批判（クマー）
9　市民社会論の擁護（ブライアント）
10　ポーランド「連帯」をめぐる評価
11　「市民社会に対する国家の優先」への批判（ブ
　ライアント→クマー）
12　おわりに一クマーとブライアントの論争を
　超えて
（以上，本号（第7号））
　この論文（ノート）は，『イギリス社会学会誌』
（British　Jourhal（of　Soeiology）上で1993年から94年
にかけてK．クマーとC．ブライアントのあいだで
行われた市民社会概念をめぐる論争1を再検討す
ることで，東欧革命を契機として提起されはじめ
た新しい型の市民社会論の今日的可能性を明らか
にしようとするものである。前号（第6号）（1）で
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は，論争の前提となる，クマーのP．ロザンヴァ
ロンとJ．キーンに対する評価を批判的に検討し
た。本号（2）では，クマーによる市民社会論への批
判（8節）とブライアントによる市民社会論の擁
護（9節）に対して，それぞれ筆者のコメントを
記す。続いて，クマーとブライアントがともに参
照しているポーランドの独立自主管理労組「連帯」
（以下，「連帯」）の実践には，市民社会論に対す
る両者の言及を超える含意があること（10節），
ブライアントによるクマーの「市民社会に対する
国家の優先」への批判は，「空振り」に近いこと（11
節）を指摘したうえで，対立しているかにみえる
クマーとブライアントが共有している理論的限界
を超えて，市民社会論を今日の世界の変革過程に
適用していくうえでの条件を考える（12節）。
8　市民社会論への批判（クマー）
　クマー（Kumar　1993）は，市民社会論には，
相互に食い違う多くのバージョンがあると認めて
いる。しかし，クマーの批判の中心は，1980年代
以後のヨーロッパにおいて強調された市民社会論
の一定の定式化に対する理論的批判と，その定式
化を東欧革命一特に「連帯」という事例に適用
した場合に得られる帰結に対する実践的批判にあ
る。この理論的批判と実践的批判の論点は，展開
すれば一点に集約される。ただ，とりあえず理論
的水準と実践的水準に分けてクマーの論議を見て
おこう。
　クマーによれば，市民社会論の諸潮流の中で特
に問題にすべきなのは，「今日もっとも流布して
いる『グラムシ的』な市民社会概念である。この
考え方によれば，国家による『強制』よりも，市
民社会による『合意』（『ヘゲモニー』）を通じて，
支配は貫徹される。」（Kumar　1993：389）だとす
れば，ありうべき変革の方向は，「自由の領域と
同一視される市民社会を拡大し，強制の領域と同
一視される国家あるいは『政治社会』とのあいだ
に契約を結ぶ」（Kumar　l993：389）ということに
なる。
　クマーは，このような国家一市民社会の見方と
変革の方向性のとらえ方自体が不適切だと言う。
なぜならば，第1に，政治権力の維持に強制とい
う要素が不可欠なのは明らかだから。クマーは，
「政治における強制」の存在は，その国家が権威
主義的であるか民主的であるかを問わず，すべて
の近代国家に関わる問題であり，市民社会の制度
をうまく用いて強制をなくすことはできないと考
える。第2に，国家自体がイデオロギー的ヘゲモ
ニーを行使する主要なエージェントのひとつであ
り，教会，学校，マス・メディアといった市民社
会の諸制度と同様に，「市民権という法的権利と
市民的自由を有する民主国家」（Kumar　1993：
389）も，自由の領域を形作っている存在でもあ
るから。第3に，自由の領域であるはずの市民社
会は，時と場合によっては，強制の領域である国
家と同じくらい病理的なものとなりうるから2。
ここでクマーは，どのような場合に，なぜ市民社
会が病理的となるのか，「病理的」とは具体的に
どのような状態かについては述べていない。ただ
「市民社会の分化と不満は，不平等と不安定の種
1その後，同誌上にクマーとブライアントの論争をめぐってネオクレアス（Neocleous　1995）が掲載さ
れたが，古典的なマルクス解釈の論点を祖述しているだけで，特筆すべき点は見出しがたい。
2このような「悪い市民社会」（Chambers　and　Kopstein　2001）の問題は，今後とも，市民社会論の枠
組の中で多面的解明を行っていくべき重要な論点となろう。
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となる」（Kumar　1993：389）と記し，アダム・ファー
ガソンからデュルケムに至る理論家たちによる市
民社会の解剖はこの見解によって貫かれており，
特にマルクスはこの点を強調したと述べているの
みである。
　「自由の領域と同一視される市民社会の拡大」
と「市民社会と，強制の領域と同一視される国家
あるいは『政治社会』とのあいだの契約」を骨子
とする市民社会論がもたらす，実践上の含意の問
題性を，クマーは「連帯」を中心とした東欧革命
の中にみようとする。「連帯」は，社会主義下の
権威主義的国家体制の外側に，市民社会のさまざ
まな勢力を結集した「自由」の領域を創りだした。
このような「市民社会の論理」は，強権的国家の
支配に対抗するためには有効だった。しかし，社
会主義的国家体制が崩壊した後，新たな国家の基
盤となることを期待された市民社会勢力は，分裂，
内紛を繰り返す。市民社会の論理は，新な政治制
度を創りだすうえでは無力だった。クマーは東欧
革命の過程をこのように概括しつつ，この同時代
の実践から「中心的問題は，市民社会の制度にで
はなく，国家の制度，及び，機能的な政治社会の
再構築にある」（Kumar　l993：391）という教訓を
導きだす。
　クマーの批判には，従来の市民社会論があまり
強調してこなかった重要な論点が含まれている。
しかし，扱っている問題が複雑であり，関連する
学説思想が多岐にわたることもあって，クマー
の論議には，かなりの混乱や食い違いもみられる。
実は，本節の今までの記述も，クマーの行論を述
べられているままの順序で忠実に要約したものと
は言えないが，このノートをさらに書き進めるた
めに，ここでクマーの市民社会論批判に対する再
批判を行い，残すべき点を残して，切り捨てるべ
き点は切り捨てることにする。
　まず指摘しておくべき点は，グラムシ思想の理
解に関する点である。筆者はグラムシ研究を専門
とする者ではないが，ここで言われている「グラ
ムシ的な」市民社会概念というのは，『獄中ノート』
で述べられている市民社会論とはかなり違うよう
に思う。「グラムシ的な」市民社会概念と言うよ
りも，誤解を避けるためには，「グラムシの用語
を一部借用しつつ，東欧革命と20世紀末の社会変
動を背景として定立された」市民社会概念と言っ
たほうがよいだろう。
　グラムシ『獄中ノート』は，研究史上，まだそ
の全貌の輪郭が確定されるに至っていないテクス
トと言えるが，現在までの研究に基づき，獄中で
書かれたこの手稿において「国家」「市民社会」「ヘ
ゲモニー」などの主要概念が，かなり多義的に用
いられていることは確認できる。
　ただグラムシの「国家」概念規定においては，「国
家二政治社会＋市民社会，すなわち強制の鎧を着
たヘゲモニー」（Hoare　and　Smith　1971：263）と
いう有名な定式化を看過することはできない（鈴
木2011：159）。もちろん，クマーもグラムシの
この定式化は承知しており，ただグラムシは「時
おり，国家をせまくとって，直接的な強制的支配
のシステムである政治社会と同一視する」
（Kumar　l993：382）と付記している。たしかに，『獄
中ノート』には国家に対する広義の規定と狭義の
規定が併存しているかもしれない。しかし，グラ
ムシが国家を「政治社会と市民社会のあいだの均
衡」（鈴木2010：159）3とみなしていることの意
3グラムシのタティアーナへの手紙（1931年9月7日付）に見られる文言である。
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　　　　　　　　　　　　　N　　N　　N義を重くみるならば，「国家ないし政治社会」を
単純に「強制の領域」とみなす，クマーのまとめ
に「グラムシ的」というラベルを付けることは適
切とは言えない。このように考えると，クマーが
挙げている第2の理論的批判点，「国家自体がイ
デオロギー的ヘゲモニーを行使する主要なエー
ジェントのひとつであること」は，（本来的な意
味で）グラムシ的な市民社会論に対する「批判」
とはなりえず，逆にその当然の帰結のひとつであ
る。
　グラムシの「市民社会」と「ヘゲモニー」は，
さらに錯綜した概念であるが，鈴木富久（2010：
225－230）が指摘しているように，『獄中ノート』
における「市民社会」概念が，少なくとも①私的
諸組織の総体，②私的ヘゲモニー装置，③ヘゲモ
ニー一，④「特定の社会集団」（＝指導階級）とい
う4つの含意を持って使い分けられているとすれ
ば，「市民社会」を単純に「自由の領域」とみな
すこと，「ヘゲモニー」＝「合意」＝イデオロギー
的支配という問題の多い等式を固定化すること
が，グラムシの構想とかなり異なっていることは
明らかだろう。
　クマーが挙げている第3の理論的批判点である
市民社会の「病理性」，言いかえれば，市民社会
内部の不平等と不満の存在もまた，グラムシの市
民社会論に対する批判とはなりえず，むしろグラ
ムシの一より広く言えば，マルクス主義的な市
民社会論の当然の帰結である。なぜならば，通説
的なマルクス主義の観点に立てば，市民社会は基
本的に階級間の不平等によって特徴づけられつ
つ，階級闘争が行われる場であり，加えてグラム
シによれば，それは優越階級が従属階級からの同
意を調達するヘゲモニーの中において行われてい
るのだから。言いかえれば，グラムシ自身は，市
民社会を単純な意味での「自由の領域」と同一視
などしていなかったことになる4。
　以上，長々と述べたのは，いまさらグラムシ思
想の基本を再確認したかったからではない。より
重要と思われるのは，1980年代以降の運動過程に
おいて，（かなり強引な，しかし無意味ではない）
グラムシ思想の換骨奪胎が行われ，クマーが定式
化したような「新しい型の市民社会論」の骨子が
形作られていったということである。とすれば，
課題となるのは，東欧と西欧の双方における，「新
しい型の市民社会論」の生成過程を，さらに厳密
に跡づけることだろう。クマーの指摘に関して言
うと，グラムシの市民社会論に対する批判として
は，多分に的外れであるとしても，そこから変化
した「新しい型の市民社会論」に対する批判とし
ては当たっている点も少なくはない。ただ，われ
われを困惑させるのは，クマーが上述の批判に基
づいて，次の2つの相異なる方向性の提言をして
いることである。
（1）市民社会という概念を，「特定の社会哲学」
　から離れた「一般的カテゴリー」として使うこ
　とは避け，「特定の使い方の伝統」に即して用
　いるべき。クマーによれば，市民社会論のいろ
　いろなバージョンの中で，市民社会論者にしば
　しばみられる「市民社会への無批判性」と「国
　家権力に対する無関心」を是正するうえでもっ
　とも望ましいのは，「国家と市民社会の相互補
4そもそもグラムシの「実践の哲学」では，「自由」と「必然」のあいだに複雑な関係が想定されてい
　るが（鈴木2010：195－196），本稿ではこの点には立ち入らない。
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　完性を認め」「市民社会を国家へ浸透するアソ
　シエーションの領域ととらえる」（Kumar
　1993：390）ヘーゲルの伝統である。
（2）市民社会という多義的であいまいな概念を用
　いることを止め，「立憲制（constitutionalism）」
　「市民権」「民主主義」などの，よりはっきりし
　た用語を用いるべき。（Kumar　1993：390－391）
　選択肢（1）は，「ある決まった用法で市民社会と
いう概念を用いるべき」，（2）は「市民社会という
概念を用いるのは止めるべき」ということだから，
（1）と（2）は両立しない。クマーが最終的に主張して
いるのは（2）だと思われる。しかし，クマーの市民
社会論批判と（2）のあいだには矛盾がある。なぜな
ら，（2）の論拠は「市民社会概念が，さまざまな，
時にはお互いに矛盾する含意を持つから」である
が，クマーの市民社会論批判は，すでにみたよう
　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　s　　s　　N　　s　　s
に，一定の使い方をされている市民社会概念に向
けられているからである。簡単に言えば，「市民
社会ということばの最近の一定の使い方には問題
がある」という前提から，「したがって，市民社
会ということばを使うのを止めるべきである」と
いう帰結を導くことはできない。
　では，選択肢（1）「市民社会ということばは，あ
る一定の知的伝統に根ざした，決まった使い方を
すべき」のほうを採るべきだろうか。しかし，す
でにみたように，クマーが問題としている「自由
の領域としての市民社会とその拡大」というとら
え方は，すでに「グラムシ的」とは言えなくなっ
ている。新たな社会的，歴史的情況に直面した行
為者たちがt市民社会概念が有する異なった含意
を（クマーの言い方を借りるなら）「ごちゃごちゃ
に混ぜ合わせる」（Kumar　l993：390）ことで生成
した考え方なのである。そのような薪たなコンセ
プトが，具体的な歴史的実践に適用されることで
はじめて，クマーが指摘するような，その限界や
問題性も見えてきたのではないか。とすれば，ク
マーが指摘した市民社会概念の問題性は，「ごちゃ
ごちゃ」してしまった概念を，ヘーゲルであれ，
何であれ，単一の思想的伝統に「純化」すること
によっては解消されまい。（グラムシに関して本
節で行ったような検討を，ヘーゲルに関して繰り
返すこと，言いかえれば，ヘーゲルは『法の哲学』
やその他のテクストで「国家と市民社会の相互補
完性」を，クマーが考えているような意味で，ど
れほど明示しているか，さらに言えば，ヘーゲル
に「国家に浸透する市民社会」という発想が本当
にあったのかを，ここで問うことは止めておこ
う。）
　つまり，クマーの市民社会論批判を市民社会概
念の無用性に帰着させるのは不適切である。むし
ろ，クマーの批判から汲み取るべきエッセンスは，
次のように集約できよう。「東欧革命に代表され
る20世紀末の社会変革の中から，市民社会を自由
の領域，国家を強制の領域とみなし，市民社会の
再生を変革の方向と同一視するような，新しい型
の市民社会論が生成した。しかし，新しい型の市
民社会論は，国家における強制の問題をうまく扱
うことができず，抵抗の論理としては役だったも
のの，新しい国家制度を創りだす論理としてはう
まく機能しなかった。」
9　市民社会論の擁護（ブライアント）
　ブライアント（Bryant　l993：398）は，クマー
の個々の理論家に対する評価には立ち入らず，ク
マーの中心的論点である「市民社会の概念として
の価値と，『市民社会の再生』．というプログラム
への疑義」を問題にすると，コメントの方向性を
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明確にしている。
　ブライアント（Bryant　1993：398）は，市民社
会概念を用いる際には「特定の使い方の系譜」に
即して用いるべきというクマーの指摘には賛意を
表しつつも，「『市民社会』には自由民主主義理論
のボキャブラリーに付け加えるものは何もなく，
それゆえ捨ててしまったほうがよいと示唆してい
る点」は誤りだとする。
　「民主主義」や「立憲制」への全面的と言って
もいいような傾倒を表明するクマーと異なり，ブ
ライアントは「リベラルな理論」への一定の警戒
感を隠さない。その根底にあるのは，おそらくサッ
チャリズムとしてブライアントが経験した新保守
主義への嫌悪であろう。クマーは，リベラルな理
論は，ほとんどの場合，「国家と社会のどちらの
側にもある程度の自律性を認める」（Kumar
1993：385）と言っているが，現実には「リベラル
な理論が，社会を除外してしまうことも生じうる。
サッチャー政権期には本当にそういうことが起
こったのである」（Bryant　1993：398－399）という
指摘に，この点は明らかに見てとれる。ブライア
ントは，クマーとは異なり，市民社会論に，社会
を排除してしまう政治思想に対する批判論理とし
ての役割も期待していたようである。
　それゆえ，ブライアントはクマーに対して「社
会学的な市民社会論」（sociological　variant　of
civil　society）の重要性を強調する。ブライアン
トによれば，社会学的に考えられた市民社会とは，
「世帯と国家のあいだにある空間ないしアリーナ」
（Bryant　l993：399）であり，かつ市場とは異なる
ものである。この空間ないしアリーナを通じて，
社会の自己組織が成される。このような市民社会
概念と，新しい社会運動「アソシエーションの
技術」（トクヴィル），「公共圏」（ハーバーマス，N．
フレイザー）のあいだの親近性にブライアントは
注意を促している。
　またブライアント（Bryant　l993：399）は，「市
民性」（civility）の含意に言及する。市民性に依
拠することではじめて，私たちは利害関係や感性
がどれほど異なっていても，仲間の市民として，
さまざまな他者たちを同等に遇することができ
る。市民性は，共同体的，宗教的，国民的な熱狂
という熱さをもったふるまいとは一線を画す，
「クールな概念」である。結局，市民社会とは「市
民のあいだの社会関係ないしはコミュニケーショ
ン」に他ならず，「時には法律や国家の政策によっ
て形成されるかもしれないが，その場合でも，国
家に従属するものではない。」（Bryant　1993：399）
このような市民社会概念の提示をもって，ブライ
アントは，クマーの国家優先的な考え方を批判す
る。
　ブライアントの市民社会論は，サッチャー政権
下のイギリスの社会状況に関する批判論理として
（Bryant　l990）構築されたものであると同時に，
東欧革命と新しい社会運動を通じて定式化されつ
つある，新しい型の市民社会論の要約としてみて
も，大きく反対すべきところはないように筆者に
は思える。ただ問題は，はたしてこのような「社
会学的な市民社会論」は，クマーが指摘したよう
な，市民社会と国家をめぐるジレンマに答えるこ
とができるのかということである。論争の焦点が
「市民社会論には，教科書的な自由民主主義理論
と異なる内実があるのか，ないのか」というとこ
ろにあるのであれば，このような「社会学的な市
民社会論」の素描もクマーに対するひとつの回答
になりうるかもしれない。しかし，焦点が，市民
社会の活性化と，新たな政治的制度の創成の関係
にあるのだとしたら，ブライアントの論旨は，は
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たして，市民社会論に対する十分な擁護となって
いるだろうか。
10　ポーランド「連帯」をめぐる評価
　以上みたように，クマーは市民社会論を批判し，
ブライアントはそれを擁護しようとしているが，
論争の中でかれらが問題にしている市民社会論の
内実自体に大きなずれがあるわけではない。かれ
らが共通に認めているように，ここで問題にされ
ている市民社会論は東欧革命の中から現れてきた
ものであり，かれらがその市民社会の生きた典型
事例とみなしている「連帯」に関する見方も基本
的には同じである。ただ，当然，クマーのほうが，
「連帯」運動の帰結に対してより厳しい評価を下
している。ここでは「連帯」に対するかれらの見
方と評価を確認したうえで，「連帯」の運動実践
の中には，このような通説的評価を超える，まだ
十分に検討，展開されていない要素があったこと
を示しておく。
　ブライアントは，クマーが「プロジェクトない
しプログラムとしての市民社会（の有効性）」に
疑念を抱いたことは理解できると書き，クマーの
疑念を裏づける例として，「連帯」とポーランド
市民社会の「対抗的性格」によって，ポーランド
国家の適切な再構築が困難になったという点を挙
げている（Bryant　1993：399－400）。このような言
及に示されているように，ブライアントは，「連帯」
をかれ自身のことばを借りれば「国家に従属する
ことがない」「国家と世帯のあいだの（非市場的な）
空間ないしアリーナ」の典型例としてとらえてい
るようである。
　このようなとらえ方は，「連帯」に関する通説
的理解と言える。すでに1970年代末にJ．ルプニク
（Rupnik　l979）は，東欧において求められる変
革の方向性を「市民社会の再生」と表現した。A．
アラトーは，「国家に抗する市民社会」という端
的な表題の論文で，ポーランド民主化運動の内部
には多様性と分岐がみられるものの，「1つの点
がそれらすべてをつないでいる。それは国家に抗
する市民社会という観点である。言いかえれば，
新たな水準での社会的独立を制度化し，維持しよ
うとする欲求である」（Arato　l981：24）と書いた。
日本でも高橋徹（1985）は，アラトーやJ．コーエ
ンの論議に依拠して，「連帯」の運動としての基
本的性格を「管理国家の市民社会への介入への反
対」，言いかえれば，市民社会の自己防衛と自己
管理に見出そうとした。このような点で，東欧の
変革運動は，西側の新しい社会運動と共通の性格
を有すると考えられた。
　しかし，1989年の政権獲得以前の「連帯」の運
動論には，国家による市民社会への干渉の排除と，
　　　　　　　　N　　N　　N　　N　　N　　N市民社会の防衛にとどまらない要素があったので
ある。「連帯」の運動論は，1982～83年の戒厳令
の前後で変化してはいるものの，自由選挙が行わ
れる議会制国家と民主社会の建設を長期的目標と
していたことは間違いない。「権威主義的国家の
外側に出来た『市民社会』である『連帯』の防衛」
は，あくまでも「国家一社会全体の民主化」とい
う長い，先の見えない道の一段階だった。ただ，
1980年代初頭の「連帯」の困難な課題は，ソ連の
軍事介入を招かないように留意しつつ，多様な利
益集団（カトリック教会，軍，労組知識人集団，
学生，農民，地域的な協同組合等）を有する社会
において，共産党といかに共存し，なおかつ，国
家一経済機構の改革にどのようなかたちで影響を
及ぼしてゆくかにあった。アラトーは，前出の論
文（Arato　1981）で，この時期の「連帯」のリー
ダーたちが有していた，いくつかの異なった「多
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元主義」のモデルを析出している。つまり，アラ
トーが言う「国家に抗する市民社会」とは，国家
に従属しない領域の確立とその内部での活動とい
う「自己限定的」なロマンチシズムにとどまるも
のではなく，国家の外側にそのような領域を創り
あげることによって，国家のあり方に影響を及ぼ
していくという，クマーが問題にしたような，積
極的な意味での国家一市民社会関係まで視野に入
れたものだったのだ。クマーも述べているように，
「連帯」は国家一党との全面的対決を注意深く回
避する戦略をとり続けた。したがって，ブライア
ントが言うポーランド市民社会の「対抗的性格」
とは，どのような意味の「対抗」であったかにつ
いては慎重な吟味が必要だが，いずれにせよ，「連
帯」が国家に対する「対抗的性格」を有していた
　N　　N　　Nがゆえに，国家装置の改革が進まなかったとみる
のは適切ではない。ポーランド国家の改革の「手
づまり」と挫折は，いっぽうで，官僚体制の内部
メカニズムを含む政治的・歴史的要因に，もういっ
ぽうで，世界経済的・地政学的な要因にてらして
みてはじめて適切に理解できるものとなろう。た
だ筆者がここで指摘しておきたいのは，クマーに
よって市民社会論の蹉踪の例として挙げられた，
「連帯」の実践の歴史の中には，十分に実現する
ことはなかったものの，「国家に抗する市民社会」
から「国家を制御する市民社会」へと至る理論的
萌芽が潜在しているのではないかということであ
る。
　ともあれ，「連帯」に関するクマーの評価のほ
うも検討しておこう。「連帯」が市民社会の自己
防衛と自己管理の運動として，弱体化しつつある
権威主義的国家一党体制と共存し，許される範囲
内での民主的秩序を打ち建てようとしたこと，
1989年の政権獲得は，そのような運動戦略の勝利
とも言えることを，まずクマーは指摘する。
　ただし，その政権獲得は，ソ連崩壊という外部
的要因によってもたらされたものであり，「連帯」
はポスト社会主義下において，どのような政治制
度を創りあげるべきかについて，明確なモデルを
有していなかった。「反対する側にいた時の『連帯』
の強さは，統治する側に回った時の，そして市民
社会の一般モデルとしての『連帯』の弱さにつな
がった。『連帯』は唯一の（全社会規模の）組織
となることで，さまざまな意見と利害から成る，
純粋な多元主義の創出を妨げることとなった。『連
帯』は民主主義への安全な移行のための諸制度を
創っていけないことを証明してしまった。」
（Kumar　l993：387）政権を獲得した後，「連帯」
はリーダー間の対立によって力を失っていく5。
クマーは，「連帯」のリーダーの一人だったB．ギ
レメク（Geremek）の1990年代初頭の痛切な発言，
「とりわけポーランドで，また中東欧で一般的に
水平線上に現れている危険にてらして，われわれ
は，市民社会という観念は一共産主義を倒す助
けとしてはどれほど有効だったとしても一民主
主義を建設するうえでは無力であることが明らか
になったかを問わねばならない」（Kumar　1994：
129）を引いている。
　クマーの論点は明白である。ソ連崩壊と政権獲
得以前の「連帯」は，権威主義体制下における「二
重権力」という難問を解くことに成功した。しか
し，「二重権力」の片方が欠落した後の「全体的
権力」になることはできなかった。言いかえれば，
「連帯」はたしかに「国家に抗する市民社会」た
5水谷饒（1995：325－365）は，運動としての「連帯」が終焉に向かうこの過程を，克明に記述している。
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りえたが，「国家の代わりをする市民社会」には
なりえなかったということであろう。
　しかし，ギレメクの発言は，答えではなく，問
いである。クマーが示した「連帯」の逆説は，東
欧革命期のポーランドという個別の史的状況を超
え，現代世界の民主化・変革過程というより普遍
的な文脈においても重要な問題を提起している。
しかし，そこから導きうるのは（クマーが言うよ
うな）「市民社会論の一般的不適切性」ではなく，
むしろ，「ポスト民主化」，グローバル経済下とい
う文脈における市民社会のガバナンスに関する理
論をわれわれはまだ持っていないということでは
ないか6。あるいは，クマー自身も指摘している
ように，社会変革の過程において「連帯」という
ひとつの運動体（ネットワーク）が，市民社会そ
れ自体と同一視されてしまうことの危険性ではな
いのか7。
　以上のような，ブライアントとクマーの「連帯」
に関する評価を念頭に置いて，ブライアントが最
も強くクマーを批判した点，すなわち「市民社会
に対する国家の優先」について検討しよう。
（1＞「民主的な政体（polity）と，政治に関する議
　論や，論議を招くような活動ができる公共圏を
　打ち建てることが，独立したアソシエーション
　と能動的な市民生活から成る市民社会が生育す
　るための基本的条件なのである」（Kumar
　1993：391）という言明は，公共圏を市民社会の
　中に位置づけるのではなく，国家と結びつけよ
　うとするものである。
（2）クマーは，1989年以前のポーランドには，（1）
　で言うような民主的な政体はなかったとしてい
　るが，ポーランドは，広範な市民社会の要素を
　有する東欧社会のひとつであった。
（3）クマーは，新しい社会運動と市民によって導
　かれる社会の自己組織を過小評価している。
（4）クマーのように（東側においても西側におい
　ても）「市民社会の制度」以上に，「国家の制度
　および機能的政治社会の再構築」こそが重要な
　課題なのだとすると，「女性にとっての機会や，
　イギリスのタブロイド新聞の質のような基本的
　問題」（Bryant　1993：400）が扱えなくなってし
　まう。
11　「市民社会に対する国家の優先」への批判（ブ
　ライアント→クマー）
　ブライアントがクマーを最も批判しているの
は，クマーが「市民社会よりも国家に優先権を与
えようとしている」（Bryant　1993：400）点である。
ブライアントは，次の4点について，クマーによ
る「国家の優先」の問題性を指摘している8。
　筆者には，ブライアントが言う4点は，リスキー
で論争的であるか，明らかに奇妙であるように思
える。
　（2）の社会主義下のポーランド政府も「民主的な
政体」だったという論点（クマーは明らかに同意
しないだろうが）や，（3）に関して逆に提起しうる，
新しい社会運動をブライアントが前提としている
6しかし，「ガバナンス」という「記号」が有する非歴史性と，主体を無化する作用には注意が必要で
　ある（Offe　2009）。
7筆者は，韓国の市民社会論に関して，「市民社会」が「市民運動の運動体ないし参加者相互のネットワー
　ク」と同一視されてしまうことの問題性を指摘したことがある（大畑2011：70－71）。
8実は，もう1点，クマーのトクヴィル解釈を批判しているが，この点はトクヴィルのアメリカ社会論
の今日的意義（富永2010）に関する複雑な論争点を惹起するものなので，本稿では取りあげない。
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「社会の自己組織」という観点から把握するのが
はたして適切かという議論は，まともに扱おうと
すれば，それだけでゆうに専論を要する問題だと
思うので，本稿では立ち入らない。
　ただ（1）で，ブライアントが問題にしているク
マーの言明に関して言えば，それが本当に公共圏
を市民社会ではなく国家に結びつけようとする含
意を持っているか，筆者には確言する自信がない
が，それ以前に，そもそも公共圏は市民社会と国
家を媒介すべきものではないのか。公共圏が国家
と結びつくことがなぜ問題なのか。われわれが「政
治的公共圏を通して国家の政策過程への影響力を
行使する」（植村2010：324）ことは，大切なこ
とではないのか。
　（4）についても似たようなことが言える。ブライ
アントが例として挙げている「タブロイド新聞の
質」は難しい問題であるが，もうひとつの「女性
にとっての機会」というのが，性差別のない就労
や昇進の機会の実現を意味するのだとすれば，「国
家の制度」（法制度）への関与，それらのありう
べき修正等がなしに，いったいそれがどのように
して可能になるのか，筆者にはわからない。「国
家の制度」と「機能的な政治社会」という要件を
除いて「女性にとっての機会」について論議する
のは，難しいのではないだろうか。
　クマーが「市民社会に対する国家の優先」への
ブライアントの批判にどのように答えたか見てお
こう。
　私が市民社会より国家を優位にみているの
か，自分でもはっきりとはわからない。しか
し，私は，国家の外側にある，一般的には国
　　N　　N　　N家に抗するもの（特に東欧においては優越的
な解釈だが）として自らを規定した，市民社
会という実体の中において，すべての問題を
見，すべての解決を見出そうとすることにと
もなう危険は指摘しておきたい。（Kumar
1994：129）
　「市民社会は国家に従属するものではない」と
いう言明は，市民社会への一種の過負荷をもたら
した。「連帯」のジレンマも，そのような過負荷
から生じたものとも言えよう。このような時代背
景の中で，「国家を市民社会よりも優先してはな
らない」というブライアントの断言は，ともする
と空疎に響き，「市民社会は万能ではない」とい
うクマーの指摘は，市民社会論者の上に重くのし
かかってくる。しかし，一歩進んで考えるなら，
クマーは国家と「政治社会」の重要性を強調する
ことにより，国家から自律した市民社会の「自己
組織」を無条件で追求しようとするブライアント
と同様の袋小路に入り込んでしまっているとは言
えないだろうか。最後にこの点を検討する。
12　おわりに一クマーとブライアントの論争
　を超えて
　クマーとブライアントの論争の今日的な意義
は，市民社会概念の全般的な多義性，あいまいさ
に注意を促したという点よりも，東欧革命の同時
代的評価に立脚しつつ，市民社会が国家から自律
しうる可能性を厳しく問うた点，それと関連して
提起された「プロジェクトないしプログラムとし
ての市民社会への不安」にある。
　しかし，国家から自律する市民社会の「自己組
織」をあくまで追求しようとするブライアントの
みならず，市民社会ではなく「政治社会」ないし
国家を重視しようとするクマーのほうも，結局，
国家と市民社会を明確に分離しうる領域として位
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置づけるという二分法に回帰してしまっている。
　ブライアントが国家／市民社会の二分法を堅持
していることはわかりやすい。それは，「世帯と
国家のあいだにある空間ないしはアリーナ」とい
う市民社会の規定にまず明らかである9。さらに，
ブライアント（Bryant　1990：191－193）は，市民
社会の理論史を三段階に分けている。第一段階は，
18世紀のスコットランド道徳哲学であり，ここで
は「市民社会」＝「文明化された社会」＝「立憲
的国家によって補完される社会」である。第二段
階は，19世紀のドイツ哲学であり，ヘーゲルにお
ける市民社会とは「そこにおいて，各個人が，国
家によって認められた法的な枠組の範囲内で，自
らの個別利害を追求する，国家と家族の問にある
アリーナ」だったとするlo。
　つまり，ブライアントの市民社会概念の大枠と
なっているのは，かれが理解したヘーゲルの市民
社会論である。しかし，ブライアントは，市民社
会の理論史には第三段階があると言う。それは「市
民社会と国家の間のバランスを，本当の意味での
市民社会に有利なように矯正しようとするもの」
であり，そのためにブライアントは「社会の自己
組織」を強調し，「市民社会の国家への従属を拒絶」
するのである。ブライアントが考える市民社会論
の第3のバージョンとは，第一，二段階と同じく
国家によって補完される市民社会を想定しつつ
も，市民社会と国家の双方が民主的なアカウンタ
ビリティを有し，それぞれが自らの意思を他方に
強いる法的権利と実践的能力に対し，自らに制約
を課すというものである。このようにみると，ブ
ライアントにとって，国家と市民社会の区分は核
心的なことであるとともに，ありうべき国家一市
民社会関係についてのブライアントの展望は，実
はクマーのそれとそれほど大きく異なるものでも
ないこともわかる。
　いっぽう，クマーは，前述のとおり，ヘーゲル
の市民社会論の検討において「市民社会と国家の
相互浸透性」に言及していた。ヘーゲルの国家／
市民社会観の焦点が，両者の相互浸透性にあった
とする見方はおそらく適切ではあるまい。しかし，
このような「市民社会と国家の相互浸透」という
発想自体は重要である。なぜなら，国家と市民社
会のあいだの相互浸透を認めることは，両者を明
確に分離しうる領域として位置づける，西欧社会
思想における市民社会論の諸系譜に共有された前
提からの離陸を意味するからである。
　しかし，クマーは「市民社会と国家の相互浸透」
という観点をこれ以上，推し進めようとはしな
かった。かれがブライアントとの論争で基本的に
行ったことは，「国家からの市民社会の自律性」
を強調する（かに見える）ブライアントに対し，「国
家と市民社会の相互作用ないしは相互補完性」を
主張したというのにとどまる。クマーがブライア
ントからの批判に対する回答（Kumar　1994：130）
の最後で，18世紀の市民社会論においては，市民
社会はどんな国家にも抗する存在としてではな
く，専制的あるいは絶対主義的な国家にだけ抗す
る存在としてとらえられていたこと，したがって，
9しかし，市民社会を「空間」としてとらえることが，必ず国家／市民社会の二分法に帰着するわけで
　はない。
10ブライアント（Bryant　1990：192）は，マルクスの市民社会論については，ヘーゲルが言う国家利益
　が，実質的に（ブルジョアジーの）階級利益であることを批判した点は妥当としつつも，マルクスが，
　自由人の連合を構想することで，国家／市民社会の二分法の揚棄を志向したのは，実現困難な選択
　だったと評価している。
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社会の分化・強化が進むほど，社会は国家によっ
て統治される必要が増すわけだが，課題とすべき
　　　　　　　　　　　　　　N　　s　　N　　N　　｝は，市民社会を統治するうえでどのような国家が
適切かを検討することだと書いている点にこのこ
とは明らかである。このようなかたちで市民社会
と国家の補完性を述べることは，両者を明確に区
分しうる領域と位置づけることを前提とするだろ
うから。
　しかし，クマーとブライアントの論争で，新し
い型の市民社会論の生成を促した源泉として取り
あげられた東欧革命，とりわけ「連帯」の実践の
中には，クマーとブライアントに共通する限界を
乗り越えうる理論的端緒がすでに内包されていた
のである。「連帯」は，権威主義的国家の外側に，
それに抗する「市民社会」を組織することに，あ
る程度，成功した。しかし，その市民社会をもっ
て既存の国家装置を代替することは不可能だっ
た。「国家に抗する市民社会」は存立した。しかし，
「国家に代わる市民社会」は成り立たなかった。
クマーが指摘した，このような「連帯」の栄光と
悲惨は，たしかに劇的なものだった。ただ，「連帯」
に関してより深く検討しなければならないのは，
準備していなかった政権獲得を契機に，「連帯」
が無力化し，分裂に向かい，復活した共産党に政
権を奪われる1990年以降の時期よりも，権威主義
的な党一国家体制によって，一時期，非合法化さ
れる危機を経つつも，それと共存していた1980年
代の経験である。それを，今までのように，市民
社会がいかに国家に「抵抗」したか，「抵抗」の
中での「自己組織」にいかに成功したかという観
点からのみ見るのではなく，「連帯」がその中で
いかに党一国家体制に影響を及ぼそうとし，その
改革を促そうとしたかという，実現しなかった可
能性を含めて再検討することが重要になってく
る。
　1980年代の「連帯」のリーダーたちはがいして，
ソ連・東欧社会主義の早い時期での崩壊を予想し
ていたわけではなく，権威主義的体制の中期的な
存続を前提として自らの戦略を練っていた。その
中で構想された「自治管理共和国」案などを，い
ずれにせよ実現は困難だったユートピア的な構想
として切り捨ててしまうのではなく，それらが提
起された歴史的文脈の中でより慎重に評価してい
くこと一そこから，「連帯」の，東欧革命の同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　N　　｝　　N時代史の中に埋もれでいる，未成の，「もうひと
｝　　Nつの新しい型の市民社会論」一すなわち，国家
に浸透しつつ，国家をコントロールすることで，
自らを律する市民社会のビジョンがみえてくるは
ずだ。それは，古い国家に対抗しつつ，やがて新
たな国家になりかわろうとすることで転落してい
く市民社会という，かつて行われ，今も世界のさ
まざまなところで繰り返されようとしている悲喜
劇から脱け出す道を，われわれに示唆してくれる
ビジョンとなりうるかもしれない。
　言うまでもないだろうが，これは前号（1）1で
引いた吉田傑俊（2000，2005）のような「マルク
ス思想」に基づく「最近の市民社会論」への批判
一マルクスの考え方に基づけば，国家は市民社
会へと「再吸収」されるべきものであるゆえ，「国
家を市民社会と分離・対立させ両者の領域を独立
させる」最近の考え方は間違っているという一
に帰れ，ということではまったくない。マルクス
の場合と，東欧革命以降の新しい型の市民社会論
とでは，問題とされる「市民社会」の内実自体が
かなり異なっている。また世界各地で行われつつ
ある民主化運動を中心に中期的に展望した場合，
それが「コミューン」であれ何であれ，市民社会
の等価物が国家をまるごと「吸収」するというビ
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ジョンは非現実的だし，無理に実現しようとすれ
ば大きな患難を引き起こすことになるだろう。
　また，「国家／市民社会という二分法を克服せ
よ」と言うことは，近年，流行している「『国家』
『市民社会』とは別に『市場』というセクターを
設定せよ」というような3セクター・モデルに与
しようというのでもない。別のところ（大畑
2011：96－99）で書いたように，3セクターであれ，
より多くのセクターを設定するものであれ，この
ような「セクター・モデル」自体が不適切なもの
となりつつあるのである。
　アラトー（Arato　l993：643）は，東欧革命に対
する諸解釈を検討した1990年代初頭の論文の末尾
で，1990年代の東欧における改革の挫折とポピュ
リズムの台頭という背景の下に広がっていく，市
民社会の可能性に対する悲観論の風潮の中で，な
お東・中欧において「市民社会に基づく政治的プ
ロジェクト」は可能であると主張する。その前提
として，アラトーが指摘するのは，市民社会と自
由な市場，そして市民社会と民主的国家のあいだ
にゼロ・サム的な関係を想定するのを止めること
である。その前提に基づき，「市民社会」対「ポピュ
リズム」（「右派的」なものであれ，「左派的」な
ものであれ）という新たな対立軸が生まれてくる。
　筆者はかつて（大畑2005：410－411），やはり
1980年代以降の民主化過程の中から生まれた東ア
ジァ市民社会論の強調点を「国家と市民社会の相
互浸透」に見出した。東アジアの市民社会は，国
　　N　　N　　N　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s
家に抗して民主化闘争を行うとともに，国家を介
x　　x
して民主化を追求しようとすること，さらに市民
社会はその内部的不平等を克服するための，自ら
の民主化をも追求していくことを強調した。ク
マーとブライアントの論争を超えていく道は，そ
のような方向づけと反するものではないだろう。
東欧革命以後の世界の変革においては，市民社会
の国家からの自律か，両者の相互補完かが争点に
なるのではなく，市民社会と国家の相互浸透を実
践し，検証していく必要がある。そのような新た
な理論・実践の端緒は，たとえば，東アジア（韓
国，台湾）の「ポスト民主化」過程の中に，2011
年のアラブ中東革命の中に，そして2009年の政権
交代と2011年の東日本大震災・福島原発事故を経
た，この国の改革過程の中に，すでにその歴史的
動態を現わしているのではないか。　　　　（完）
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　　　　　　ANote　on　Reframing“State1Civil　Society”Problem：
From　the　Standpoint　Concerning　the　Debate　of　Krishan　Kumar
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　and　Christopher　Bryant　（2）
Hiroshi　OHATA
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ABSTRACT
　　Both　the　theoretical　and　practical　potential　of　the　new　type　of　civil　society　argument　shaped
in　the　wake　of　the　Eastern　European　Revolution　are　clarified　by　a　critical　reexamination　of
the　civil　society　debate　between　K．　Kumar　and　C．　Bryant。　Kumar　has　pointed　out　theoretical
and　practical　failures　of　the　new　type　of　civil　society　argument．　Bryant　has　tried　to　defend　the
importance　of　the　civil　society　argument　which　advocates　the　self－organization　of　society　and
the　autonomy　of　society　from　the　state．　Both　of　them　have　regarded　the　Independent
Self－Governing　Trade　Union“Solidarity”in　Poland　as　a　typical　embodiment　of　the
contemporary　civil　society　argument．　In　fact，　the　practice　of“Solidarity”has　an　even　deeper
implication　than　is　evident　in　their　discussion．　Bryant　has　complained　that　Kumar　has　given
priority　to　the　state　over　civil　society．　His　remark　on　this　point，　however，　has　not　yet　appeared
so　productive．　In　conclusion，　we　should　go　beyond　the　classical　dichotomy　of　state　and　civil
society　being　preserved　by　both　Kuhnar　and　Bryant．
Keywords：State，　Civil　Society，‘‘Solidarity”
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